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○就業・年金
・高年齢者雇用安定法の改正【24年、28年】
（高年齢者の雇用確保措置の充実、シルバー人材センターの
就業時間の要件緩和等）

・パートタイム労働法の改正【26年】
（パートタイム労働者の公正な待遇の確保）

・育児・介護休業法等の改正【28年】
（介護休業の分割取得等）

・国民年金法等の改正【24年、28年】
（受給資格期間の短縮、短時間労働者の適用拡大等）

・確定拠出年金法等の改正【28年】
（個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入者範囲の拡大等）

○健康・介護・医療
・医療介護総合確保推進法の成立【26年】
（在宅医療・介護連携の推進等）

・認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）【27年】
・国民健康保険法等の改正【27年】
（後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入等）

・介護保険法等の改正【29年】
（制度持続可能性の確保のため利用者負担の見直し等）

○社会参加・学習
・社会教育法の改正【29年】
（高齢者を含む幅広い地域住民の参加推進等）

・雇用保険法の改正【29年】
（専門実践教育訓練給付の拡充等）

○生活環境
・交通政策基本法【25年】
（高齢者の円滑な移動のために必要な施策等）

・ユニバーサルデザイン2020行動計画【29年】
（連続的・面的なバリアフリー化、心のバリアフリー推進等）

・道路交通法の改正【27年】
（75歳以上高齢運転者の事故防止への取組等）
・高齢運転者による交通事故防止対策に関する
関係閣僚会議【28年】
・成年後見制度利用促進法の成立【28年】
・地域再生法の改正【28年】
（「生涯活躍のまち」に取り組む事業者等の手続上の
特例設置等）

・住宅セーフティネット法の改正【29年】
（登録制度の創設、改修・入居支援等）

○市場活性化・調査研究
・がん対策基本法の改正【28年】
（がん治療の副作用の予防・軽減等に関する研究、がん患者の
療養生活の質の向上等の基本的施策を拡充等）

・次世代医療基盤法の成立【29年】
（医療情報の利活用を通して研究開発・新産業創出促進等）

○全世代参画
・若者雇用促進法【27年】 ・女性活躍推進法【27年】
・労働者派遣法の改正【24年、27年】
・子ども・子育て関連３法の成立【24年】

○全般
・社会保障制度改革推進法、社会保障制度改革プログラム法の成立【24年、25年】 ・マイナンバー法の成立【25年】
・科学技術基本計画（Society 5.0等）【28年】 ・ニッポン一億総活躍プラン【28年】 ・働き方改革実行計画【29年】

（備考）1．高齢社会対策施策の推進に関係すると考えられる主要施策を抜粋。なお、分野は現行の高齢社会対策大綱（平成24年９月閣議決定）に沿ったもの。 ２．括弧内は法成立・施策実施時の和暦。


